
東海地域の経済は、一部に減速感がみられるものの、引き続き緩やかに持ち直している

１．全体の動向
生産は、タイの洪水の影響により一時的に弱含んでいたものの、部品の供給制約が解消されつつある

ことから、緩やかに増加している。個人消費は、おおむね横ばいとなっている。設備投資は、緩やかに

持ち直しており、雇用は、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直している。

先行きは、世界経済の下振れ、輸出型企業の想定レートを大きく上回る円高、それに伴う企業収益の

圧迫や海外現地調達の加速による国内生産の減少、さらには中小企業の経営環境の悪化などが懸念され

る。また、地域雇用情勢などの動向に一層の注視が必要。

２．個別の動向

(1) 生産 ～タイの洪水の影響により一時的に弱含んでいたものの、部品の供給制約が解消されつつ

あることから、緩やかに増加している。～

主力の自動車関連は、タイの洪水の影響による完成車メーカーの稼働率調整が部品産業にまで影響

を及ぼしたものの、12 月にはほぼ回復、年度末に向け挽回生産に入っているとの声も多い。金属工

作機械は、海外向け受注に弱い動きがみられ、電子部品・デバイスは、スマートフォン向けに動きが

あり、全体としては、緩やかに増加している。

(2) 設備投資 ～緩やかに持ち直している～

製造業を中心に多くの企業で前年水準もしくは増加の計画。投資内容は、国内向けは維持更新が多

いが、輸送機械の一部には東北地域への拠点化などの動きも。海外向けは新興国需要に対応した生産

能力の強化が増加。

(3) 雇用情勢 ～厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直している～

新卒採用は前年並みの計画が多く厳しい状況が続いているものの、自動車関連の大企業では挽回生

産のため、期間従業員を募集するなど、緩やかに持ち直している。

(4) 個人消費 ～おおむね横ばいとなっている～

百貨店は催事効果や高級品に動きがあるものの、スーパーは低価格志向が継続。乗用車販売は消費

マインドが引き続き回復。家電販売は薄型テレビがアナログ停波後の需要減などから前年を大きく下

回る。観光は、外国人観光客が円高の影響もあり引き続き低調であるものの、国内旅行は徐々に回復。

全体としては、おおむね横ばい。

３－１．円高の影響について

○製造業では想定レートを大きく上回り収益を圧迫。今後も東海地域はマザー工場の

役割を担っていくが、このままの水準が続くと海外現地生産の強化や部品の現地調

達率の上昇は避けられないとの声は多い。一部では海外部品の国内輸入を検討する

動きもあり、韓国メーカーなどとの競合激化を懸念。

○中小企業では、取引先からのコストダウン要請や受注減による経営環境の悪化を懸

念。国内工場を全面的に海外へ移転するとの声はないものの、一部では海外進出に

向けて動き始めている。

３－２．タイの洪水の影響について

○10月～11月にかけてタイからの部品供給不足により、自動車関連産業を中心に国内生産

が減少していたものの、12月にはほぼ回復。

○一方で、タイの減産分を国内で代替生産する動きもあるが、コスト高であることなどか

ら早期回復を急ぐ。

○需要面では、乗用車販売や家電販売などの一部で供給不足が生じ、外食や住宅販売では

製造業の業績悪化から消費マインドの低下を懸念する声あり。

中部経済産業局（東海地域）管内の経済動向

＜情報通信機械＞

薄型テレビは、国内需

要が当初の市場予測よ

り２～３割低く、生産

は大きく減少。

＜情報通信機械＞

タイ洪水の影響で、部品調

達難から代替生産に苦戦。

＜個人消費＞

ハイブリッド車を中心に注

文が多く、数ヶ月の納車待

ち状況。

（平成23年11月）

・鉱工業生産指数 ８７．７

・有効求人倍率 ０．９０

＜観光＞

伊勢神宮の遷宮にむけた参拝

客の増加などに期待。

＜自動車部品＞

タイ洪水の影響により、不足部

品を国内から航空便で輸出。

＜乗用車・自動車部品＞

減産分を取り戻すべく増

産体制。一方、期間従業員

が逼迫。

＜観光＞

国内旅行者を中心に回復。

＜一般機械＞

中国の金融引き締めや欧州の

経済危機から海外向けの受注

に減速感あり。

平成24年１月20日

資料 １
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（平成 23 年 10-12 月期地域経済産業調査）

ヒアリング概要

平成 24 年 1 月 20 日

１．全体の動向

～一部に減速感がみられるものの、引き続き緩やかに持ち直している～

生産は、タイの洪水の影響により一時的に弱含んでいたものの、部品の供給制約が解消

されつつあることから、緩やかに増加している。個人消費は、おおむね横ばいとなってい

る。設備投資は、緩やかに持ち直しており、雇用は、厳しい状況が続いているものの、緩

やかに持ち直している。

先行きは、世界経済の下振れ、輸出型企業の想定レートを大きく上回る円高、それに伴

う企業収益の圧迫や海外現地調達の加速による国内生産の減少、さらには中小企業の経営

環境の悪化などが懸念される。また、地域雇用情勢などの動向に一層の注視が必要。

前回調査（平成 23 年７-９月期調査）との比較

前回

（７-９月期）

今回

（10-12 月期）
変化

全体の動向 緩やかに持ち直している。

一部に減速感がみられるものの、

引き続き緩やかに持ち直してい

る。

生産
供給制約がほぼ解消され、輸送

機械を中心に増加している

タイの洪水の影響により一時的

に弱含んでいたものの、部品の供

給制約が解消されつつあること

から、緩やかに増加している。

設備投資 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している。

雇用情勢

厳 し い 状 況 が 続 い て い る も の

の、緩やかな持ち直しの動きが

みられる。

厳 し い 状 況 が 続 い て い る も の

の、緩やかに持ち直している。

個人消費
弱いながらも、持ち直しの動き

がみられる。
おおむね横ばいとなっている

資料 ２
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２．個別の動向

(1)生産 ～タイの洪水の影響により一時的に弱含んでいたものの、部品の供

給制約が解消されつつあることから、緩やかに増加している。～

主力の自動車関連は、タイの洪水の影響による完成車メーカーの稼働率調整が部品産業

にまで影響を及ぼしたものの、12月にはほぼ回復、年度末に向け挽回生産に入っていると

の声も多い。金属工作機械は、海外向け受注に弱い動きがみられ、電子部品・デバイス

は、スマートフォン向けに動きがあり、全体としては、緩やかに増加している。

【輸送機械】

■乗用車

タイ洪水の影響により、11 月は減産。11 月下旬に部品供給の目処が立ち１月

以降はフル生産水準を予定。４月以降もしばらくは同様の水準の見込み。ハイ

ブリッド車の受注が伸びている。

■乗用車

タイ洪水の影響により、11 月～12 月初旬まで稼動レベルを半減させたが、震

災やタイ洪水による供給遅れの挽回、新型軽乗用車の生産開始、エコカー減税

終了前の駆け込み需要のため、当面、高水準で生産する計画で２～３月はさら

に増加させる予定。

■自動車部品（駆動伝導・操縦装置部品）

タイの洪水の影響があり、見込みよりも良くないものの、残業がなくなった程度でそ

れほど大きな影響ではない。１月以降は挽回生産を行う予定のため、ハイレベルの生産

水準になる見込み。

■自動車部品（シャシー・車体部品）

やや落ち着いてきているが、タイの洪水の関係で一部部品の増産を迫られて

いる。３月までは生産は上がる見込みだが、国内生産拠点の３極化（東海、九

州、東北）が進むと相対的に東海地域での生産割合が下がる懸念がある。４月

以降はまったく不明。

■自動車部品（機関部品）【中小企業】

タイ洪水の影響は若干あったが、それほど問題にはならなかった。平成 24 年

度は全体として少し良くなると予想。得意技術を活用し、クルマだけでなく風

力発電装置などエコ分野にも提案ができるよう引き続き開発業務を重視。
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■自動車部品（シャシー・車体部品）【中小企業】

徐々に状況は良くなってきてはいるものの、震災前の状況に戻るのはなかな

か難しい。乗用車は挽回生産で増産の方向ではあるものの、ハイブリッド車な

どの特定車種についてのみであまり恩恵はない。

【一般機械】

■金属工作機械

国内向け受注は、一部にタイ洪水による国内代替生産関連があったものの、横ばい。

海外向けは、円高により、値上げを行っても依然として「仕事はあるけれど儲からない」。

状況。受注残があるため生産量を増やしたいが、先行きが分からないので難しい。

【電子・デバイス】

■半導体素子・集積回路

クリスマス商戦は、スマートフォン、タブレット向けは堅調。ウルトラブックなど PC

向けはやや好調。ゲーム機の伸びを期待。一方で市況は韓国メーカーの量産により緩や

かな単価下落。先行きは欧州経済の不振、新興国経済成長の鈍化が懸念されるものの、

PC 向けの高性能製品の需要増を期待。

■液晶素子

大型液晶パネルは需要低迷、在庫超過により価格が下落し収益を圧迫。中小型液晶パ

ネルは流通量が増えることにより単価が緩やかに下落しているが、収益は確保。スマー

トフォン向け需要は引き続き堅調と見込んでおり、大型ラインを中小型用に転換するな

ど増産を計画。

【情報通信機械】

■液晶テレビ

地デジ移行後の国内需要の低迷は大きく、当初の市場予測より２～３割低い。11 月の

後半からタイの洪水の影響で部品不足となり、地デジ移行の需要減も相まって当初計画

より大幅減。

【鉄鋼】

■鋼板

タイの洪水の影響と円高、タイの洪水、EU の経済危機から当期は生産調整を

実施。２月まで調整する計画。回復は３月頃からと見込んでいる。

■棒鋼

必要最低限の引き合いはあるが、需要は低調なまま。この地区の建設需要は

首都圏と異なり低調で大型物件は期待できず、今後の見通しは明るくない。

■特殊鋼

フル稼働状況は変わらないものの、タイの洪水の影響で若干ダウンした。自

動車向けは挽回生産のため計画変更はないが、自動車以外は芳しくない。
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【繊維・陶磁器】

■陶磁器

業務洋食器、レストラン向け等で需要が伸びたものの、小ロットで短納期の

ため、利益は出ていない。タイルはマンション需要が回復、値上げ前のかけ込

み需要で３月までは受注あり。

■繊維

冬物商戦も消費マインドが上向かず低迷。先行きも明るい兆しは見えない。

産地全体では、中国からの回帰現象の反動から急ブレーキ状況が続いている。

通年で見れば前年並み。
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(2)設備投資 ～緩やかに持ち直している～

製造業を中心に多くの企業で前年水準もしくは増加の計画。投資内容は、国内向けは

維持更新が多いが、輸送機械の一部には東北地域への拠点化などの動きも。海外向けは

新興国需要に対応した生産能力の強化が増加。

■輸送機械（乗用車）

設備投資は前年並み。投資先としては、新興国等の海外投資と国内の設備増強が中心。

国内は東海・九州・東北の３極体制を確立。東北の現地調達比率を上げていきたいが、

東海から東北への生産移管はない。東海は国内生産の中核であり、イノベーション技術

の開発拠点であることに変わりはない。

■輸送機械（乗用車）

環境に優しい生産を全社的に取り組んでおり、低炭素型雇用創出産業立地推進事業費

補助金に採択された。補助金は設備投資の促進に寄与する。

■輸送機械（自動車部品）

設備投資は前年並み、海外は中国工場向けに投資。ここ数年ハイレベルを維

持。生産能力増強・増産対応。海外工場は純増分で、国内工場を海外に移転す

ることは考えていない。

■輸送機械（自動車部品）

東北地方での乗用車生産の増加を見越し、拠点の足掛かりとして東北進出を決めた。

新規受注分の移管であるため、本社工場の生産量が大幅に減るものではない。

■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

老朽設備の更新は慎重にならざるを得ず、春までには様子を見極めたい。一次サプラ

イヤーから、中国進出の打診が来ているが、様々なリスクがあり検討中。

■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

完成車メーカーに併せて、従来から検討を重ねてきた部品工場のタイ新設を

決定。円高が決定を後押し。

■一般機械（金属工作機械）

中国の大連市に工場を建設。部品の集中生産、部材の集中調達でコスト削減

を図る。今後、世界各地の工場を増強していく。

■鉄鋼（鋼板）

投資内容は、老朽設備の更新と耐震補強など地震対策がほとんど。
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■ファインセラミックス

災害時のリスク分散のため北陸に工場を新設。欧州向けの生産設備は国内か

らポーランドへ移管、中国、アメリカの生産ラインも増強。

■百貨店

東日本大震災を受け、平成 23 年秋からの改装計画が延期され、平成 24 年春

から２年がかりで改装を行う。

■スーパー

大型出店の予定はなく、特定商品に特化した小型店舗を展開。出店戦略も

従来の郊外型店から駅前の小規模店へと変わってきている。

■自動車販売

例年並み。古い店舗も多く抱えており、老朽化した順に建て替えたいとこ

ろだが、しばらくは維持・更新が続く見通し。
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(3)雇用情勢

～厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直している～

新卒採用は前年並みの計画が多く厳しい状況が続いているものの、自動車関連の大企

業では挽回生産のため、期間従業員を募集するなど、緩やかに持ち直している。

■輸送機械（乗用車）

挽回生産を期間従業員の増員で対応。近年では高い水準で、確保はできる見

込みだが、他社との奪い合いの傾向あり。残業は、平均１時間で最高レベルの

状態。平成 24 年度の採用は、技系以外は増やさず補充のみ。

■輸送機械（自動車部品）

一時的な増産に対応するため、短期の派遣社員の雇用を予定しているものの、

自動車業界全体の増員需要が重なり、また、短期雇用のため人員確保に苦慮し

ている状況。４月以降の生産見込みが不明のため、短期の派遣社員での対応に

ならざるをえない。

■一般機械（金属工作機械）

人手不足のため、協力会社からの人員派遣を増やし、残業と土日操業で対応。

新規採用は、平成 24 年度も前年並みを予定。ノウハウ継承の問題があり、採用

数は大幅に変えない。

■電子部品・デバイス（液晶素子）

平成 24 年度の採用は例年並み。中小型液晶パネルの増産は現状の人員で対応

する。

■情報通信機械（液晶テレビ）

大きな過不足はないが、タイ洪水の影響で、業務委託しているライン従業員

を半分に縮小して稼働させた。

■ファインセラミックス

採用は、前年並みの見込み。国内の自動車メーカーの増産に対応するため、

期間従業員の募集をしているが、人材の確保に苦労している。毎週土曜を出勤

とし、残業も増やしている。

■プラスチック製品

完成車メーカーの大増産により不足。設備の余力はあるが、機械を動かす人

手が足りない。新規採用は例年並みで、新入社員の半分は外国籍。中国、ベト

ナム、マレーシアからの留学生を日本で採用している。
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(4)個人消費

～おおむね横ばいとなっている～

百貨店は催事効果や高級品に動きがあるものの、スーパーは低価格志向が継続。乗用

車販売は消費マインドが引き続き回復。家電販売は薄型テレビがアナログ停波後の需要

減などから前年を大きく下回る。観光は、外国人観光客が円高の影響もあり引き続き低

調であるものの、国内旅行は徐々に回復。全体としては、おおむね横ばい。

■百貨店

来店客数は減少しているが、購入客数は前年同期を上回っており売上増。客

単価は、食料品は下落傾向にあるが、輸入ブランドや時計・宝飾品は好調。

■百貨店

コートやブーツなどの防寒アイテムは動きが鈍く苦戦しているものの、地元

プロ野球チーム関連セールは盛況。美術・呉服などの高額品も引き続き好調。

■スーパー

来店客数は減少しているが、客単価は増加傾向。PB 商品の売上は良いが、全体的には

低調。先行きが不安から消費マインドは冷え込んでいる。

■スーパー

来店客数は、若干増加。客単価が下落。食料品を中心に低価格志向がみられ

る。一方、リフォームや家事代行サービスが好調であり、物販からサービスへ

の転換も進んでいる。

■スーパー

客単価は上がっているが、来店客数は減少。全体の売上高は伸びていないが、

「デリカ」だけは好調。一方、東日本大震災の影響で消費者の食の安全意識は

高まっている。

■乗用車販売

タイの洪水の影響から、稼ぎ頭の車種でタマ不足となり、収益面で厳しかっ

た。一方、ハイブリッド車を中心に注文が多く、エコカー補助金の復活、エコ

カー減税の延長もり、平成 24 年中は良い状況が続くと見込んでいる。

■家電販売

アナログ停波及び平成 22 年のエコポイント減額前の駆け込み需要の反動か

ら、業況は悪化。クリスマス商戦も液晶テレビなどの落ち込みが大きく、全体

的には低調。一方、節電意識の高まりから、石油ストーブや LED ライトが好調。

今後は、太陽光発電やリフォームなどに注力する。
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■観光（地方自治体）

伊勢神宮の参拝客は、前年同期よりは減少しているが平年レベル。国内から

は家族連れが多い。外国人観光客は減少したままで円高の影響が大きい。今後

は、平成 25 年秋の遷宮まで区切りごとの行事が続き、参拝客も増えるものと期

待。大河ドラマとも縁が深いため、TV 局とタイアップしたイベントの開催、周

辺自治体と設立した協議会による誘客活動などを行う予定。

■観光（地方自治体）

外国人観光客の伸びは期待できないものの、国内旅行は回復。平成 23 年通期

では、震災の影響で、観光客入込者数が前年を上回ることは厳しく、約１割減

になる見込み。秋の高山祭は、例年と比べ、３連休の中日であったこととや週

間予報でも晴天であることが告知されていたことから賑わった。

■観光（地方自治体）

温泉宿泊者は、夏以降、毎月前年を上回っており、全体的な底上げ感が続い

ている。よさこいソーラン祭や冬花火が好調だったことが寄与。海外からは、

中国・台湾からの観光客が少し戻りつつあるものの相変わらず低調。年々低価

格傾向が強くなっており、歯止めをかけたい。

■観光（旅行代理店）

高額、低額の両端化があったが、現在は安い方が圧倒的。宿泊サイトで格安

のものを選ぶ傾向が強まり、人気の旅館も宿泊人数を確保するのが精いっぱい

で、売り上げは落ちている。人は戻ってきたが、客単価が９割ぐらい。生き残

りが厳しい。

■観光（テーマパーク）

入客数は製造業の休日シフトの影響が解消され、土日に人が戻ってきた。特

徴的な動きとして、子どもと一緒のレジャーにお金を使う傾向が強くなってい

る。子ども向けイベントは満杯で、宿泊が必要な遠距離からの来訪者が多い。
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３－１．円高の影響について

○ 製造業では想定レートを大きく上回り収益を圧迫。今後も東海地域はマザ

ー工場の役割を担っていくが、このままの水準が続くと海外現地生産の強化

や部品の現地調達率の上昇は避けられないとの声は多い。一部では海外部品

の国内輸入を検討する動きもあり、韓国メーカーなどとの競合激化を懸念。

○ 中小企業では、取引先からのコストダウン要請や受注減による経営環境の

悪化を懸念。国内工場を全面的に海外へ移転するとの声はないものの、一部

では海外進出に向けて動き始めている。

■輸送機械（乗用車）

為替変動の影響は、減価改善努力の２倍で影響は大きい。国内生産の確保が大前提だ

が、現地調達比率の向上、輸出減少、原価低減などで対応。海外メーカーからの調達は

安価だから購入するというものではないが、韓国を中心に技術レベルは上がってきてお

り、国内の自動車部品サプライヤーにとっては競合する。

■輸送機械（自動車部品）

日本はグローバルヘッドクォーター、マザー工場としての役割。基本は需要のある海

外で生産していくことになるが、コストがペイできるものについては引き続き国内生産

でやっていきたい。海外工場から日本への逆輸入も増えている。

■輸送機械（自動車部品）

中国の部品メーカーとＪＶ的に業務提携して、中国の部品メーカーの低コスト生産力

で、中国における基盤を確立していくための勉強も行っている。韓国メーカーの品質は

上がってきており為替も有利で競争相手になっている。

■輸送機械（自動車部品）

生産の海外移転は予定なし。装置産業のため、生産設備を国内に集約した方が効率が

よく、スケールメリットを活かせば、コスト、品質を確保できる。

■輸送機械（自動車部品）

完成車メーカーのグローバル調達が進んできており、予断を許さない状況。

中国では、現地企業の決定権が強くなりつつあり、コストダウン要請が強い。

一方で、円高が固定化しており、海外現地生産の増加も検討せざる得ない。

■輸送機械（自動車部品）

現在の円高水準では、完成車メーカーが海外に出ると言っても止むを得ない状況。海

外からの原材料調達を増やせば円高メリットが出てくるが、一方で調達リスク（品質、

納期、価格上昇）も発生するため、これ以上は増やすことが難しい。
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■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

円高による取引先の事業計画縮小にともない、収益を圧迫、コストダウン要請もあり。

一方、原材料価格の値下がり効果はみられない。以前から検討を重ねていたタイへの部

品工場建設を決定。

■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

取引先の多くが輸出型企業であり、コストダウン要請がある。量産品は、日本で取り

扱う比率を少なくし、海外拠点での生産にシフトさせていきたい。

■一般機械（金属工作機械）

９０円台でぎりぎり、７０円台では利益を出すのが苦しい。受注はあるが、利益が出

ない状況。これ以上円高が進めば、海外生産比率をやむを得ず増やさざるを得ない。

■一般機械（金属工作機械）

中国市場でのドイツメーカーなどとの価格競争で不利になる。新興国への設備投資を

計画しており、需要地での生産強化は図が、国内をマザー工場として、国内でしか出来

ないことは国内に残す。特に研究開発部門は海外には出さない。

■一般機械【中小企業】

直接輸出はないものの、納入先が生産拠点を日本から海外に切り替えたり、国内でも

集約する動きがあり、受注が大幅に減少する見込み。

■一般機械

米国の現地法人経由で米国企業を買収。買収先は航空機会社へ納品をしており、航空

機関連への参入拡大を期待。海外のＭ＆Ａは円高メリットの恩恵あり。

■電子部品・デバイス（半導体素子・集積回路）

収益が圧迫されるとともに、韓国のライバル企業がウォン安で価格優位に立っており、

影響は大きい。

■電気機械

タイ工場からの逆輸入を拡大する予定。中国は人件費の上昇から逆輸入のメリットが

薄れており、今後は中国市場向けに地産地消の製品とする方針。

■ファインセラミックス（ガスセンサ）

円高水準は非常に厳しく収益を圧迫している。海外生産製品への切り替えにはメーカ

ーの了解が必要で、短期的に国内外の生産比率を変えることはできないが、長期的には、

海外生産比率を上げざるを得ない。
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３－２．タイの洪水の影響について

○ 10月～ 11月にかけてタイからの部品供給不足により、自動車関連産業を中

心に国内生産が減少していたものの、12月にはほぼ回復。

○ 一方で、タイの減産分を国内で代替生産する動きもあるが、コスト高であ

ることなどから早期回復を急ぐ。

○ 需要面では、乗用車販売や家電販売などの一部で供給不足が生じ、外食や

住宅販売では製造業の業績悪化から消費マインドの低下を懸念する声あり。

《国内生産の減少》

■輸送機械（乗用車）

10 月下旬以降はタイ洪水の影響により減産、11 月下旬に部品供給の目処が立ち 12 月

から挽回生産。１月以降は３月までフル生産水準を予定。4 月以降もしばらくは同様の

水準。

■輸送機械（乗用車）

現地生産拠点が浸水。国内は、タイからの電子部品の供給が止まったため 11 月初旬か

ら 12 月初旬まで稼動レベルを半減。12 月以降は回復し、２～３月は増産の計画。

■輸送機械（自動車部品）

10～11 月は、見込みよりも良くない状況となったが、幸いそれほど大きな影響ではな

く、残業がなくなった程度。

■輸送機械（自動車部品）

10 月以降は影響が出たが、12 月には一部メーカー向けを除き正常化。国内生産は計画

比１割減で影響は大きくはない。12 月以降は挽回生産を行っており、1 月には増産計画

水準に戻る。

■輸送機械（自動車部品）

国内工場は、完成車メーカーの稼働調整にあわせ、一部のラインで残業を止めたが、

数％程度の減少。インドネシアの工場ではサプライチェーンが寸断され 12 月まで影響が

残ったことから、今後は、地域間で補完できる製品の共通化を進める。

■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

大手部品メーカーと取引については、完成車メーカーの稼働調整にあわせ受注もスト

ップ。現在では元の水準に戻っている。

■輸送機械（自動車部品）【中小企業】

直接輸出はなく、タイに進出している親会社も直接被害は受けなかったが、間接的に

は一時的な受注減が生じた。
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■一般機械【中小企業】

完成車メーカーが影響を受け、部品の受注が止まり減産。先送りになっている受注は

通常の２倍となることが予測されるが、人手不足を派遣等で補うとコストがかかり、利

益が下がる。

■情報通信機械（液晶テレビ）

11 月後半～12 月に一部の部品が供給不足となり、稼働率が５割減。１月からは減産分

のキャッチアップを行う予定。

■金属製品（ガス機器）

汎用性のない部品で国内取引先がタイから部品を調達しており、洪水の影響で納入が

滞ったことから少なからず影響を被った。ただし、現状では、ほぼ収束に向かっている。

■鉄鋼

完成車メーカーの稼働調整を受け、生産調整を実施。

■鉄鋼

国内工場からの出荷は自動車向けを中心に減少。しかし、１月以降の自動車の生産計

画が回復見込みであるため、生産量は減らさず、在庫の積み増しを行っている。

《現地生産拠点の代替生産》

■輸送機械（自動車部品）

現地生産拠点が被害に遭ったため、調達のネックとなっている製品は国内での代替生

産で対応。相当程度の負担と空輸のコストが発生し、厳しい状況。完成車メーカーから

は現地生産を求められており、復旧を急ぐ。

■輸送機械（自動車部品）

現地生産拠点に直接被害はなかったが、電子部品の調達がネックとなり生産停止した

ため、代替調達や日本からの航空便などで対応。国内生産は、完成車メーカーの稼動レ

ベル調整にあわせて 1 割の減産。今後は、ブリッジ生産によるリスク分散も検討。

■情報通信機械

工場が水没したため、タイの別工場や中国、国内工場で代替生産を行ったが、部品の

供給不足から代替量は少ない。部品については、年明けには調達の目処がたってきたも

のの、水没した工場の復旧時期は未定。

■一般機械（金属工作機械）

一般機械と自動車向け向けで、国内代替生産関連の受注があり。

■一般機械

現地子会社が被害を受けた。当初は現地工場の在庫で対応したが、順次、国内及び他

地域から供給している。重要な設備は浸水しておらず、比較的早い回復の見込み。
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■窯業【中小企業】

取引先が現地生産拠点の減産分を国内で代替生産したことから、その増産分の受注が

増加。

《国内需要への影響》

■スーパー

エビが少し値上がりしたが、当初予想したほどの値上がり幅ではなく、現在では落ち

着いた。

■家電販売

デジカメ、プリンター、パソコン、レコーダーが品薄になる可能性があるが、タイで

生産を行っている特定メーカーの製品に限定される。

■乗用車販売

11 月から納車が１～２月遅れており、販売に影響が出ている。年明けには通常どおり

となる見込み。

■外食

自動車関連企業の業績が客足に影響するので、注視している。

■広告

供給側の不安から、エビ等を使った食品、自動車等のスポットＣＭが伸びなかった。

■住宅販売

製造業に従事している人達の購買心理が冷えているという間接的な影響がある。


